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２．直近1Qにみる大規模オフィス移転・新拠点開設事例

３．フレキシブルオフィスは首都圏・関西圏を中心に、地方中核都市にも供給が拡大

2026年4～6月に公表された、移転先1,000坪以上の大規模オフィス移転・新拠点開設事例では、機能集約や協働促進、成長に向
けた拠点整備の動きがみられる。

（出所）社内データベースを基に三菱UFJ信託銀行が作成
集計対象：東京都心6区（千代田区・中央区・港区・新宿区・渋谷区・品川区）、基準階面積300坪以上（旧耐震および未竣工を除く）の賃貸オフィスビル
（※1）募集ベース：現在空室となっている物件、および今後空室となる予定の物件を合わせて空室とした基準
（※2）現空ベース：現在空室となっている物件のみを空室とした基準
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移転時期移転理由移転先ビル等移転元ビル等
企業名
(業種)

2026年4月

東京オフィスと西友本社を同一拠点へ集約し、
両社の融合とグループシナジー最大化を図る。
経営・商品・IT・物流等の横断連携を強化し、
迅速な意思決定と顧客価値創出を目指す。

住友不動産
田町ビル東館
(港区芝浦)

トライアルHD：
浜松町スクエア

（港区浜松町）
西友：西友吉祥寺店
（武蔵野市吉祥寺）

トライアル
ホールディングス、

西友
（小売業）

2026年5月

多様なコラボレーションスペースを設け、
社員交流・部門横断連携を促進。
Activity Based Working導入、

社外との共創スペースを設置により、
新たな価値創造・事業発展・社会課題解決を目指す。

汐留シティセンター
(港区東新橋)

JTBビルディング
(品川区東品川)

JTB
（サービス業）

2026年5月
から
順次

日本市場への長期的な投資・事業拡大の一環。
顧客体験・イノベーション向上を目的に、
来訪者向けスペース等を備えた新拠点を開設。
従業員の協働とウェルビーイングを支える環境を整備。

麻布台ヒルズ
森JPタワー

(港区麻布台)

新オフィス開設
（既存拠点から
一部移転予定）

アマゾンジャパン
アマゾンウェブサービス

ジャパン
（小売業）

2026年5月

東京オフィスを移転し、
グループ各社の営業機能を集約
社内外連携・クロスセールスを活性化
ソリューション創出・提案力を強化し、
人材確保とウェルビーイング向上を図る

田町タワー

(港区芝)

東京ジェイテクトビル

(中央区銀座)

ジェイテクト、
グループ会社6社

（機械）

（出所）適時開示情報、プレスリリース等を基に三菱UFJ信託銀行が作成
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 募集ベース（※1）、現空ベース（※2）の空室率はともに低位安定が継続。

 中央区（5.88％）が全体の上昇を牽引しているが、同区の主要大型新築ビルでは7月に1万坪超の募集床面積減少が予定されて
おり、空室の改善が見込まれる。他区は概ね横ばいで推移している。

出典：「フレキシブルオフィス市場調査2026」（ザイマックス総研）
*1 2026年1月14日公表「オフィスピラミッド2026」
https://soken.xymax.co.jp/report/2601-stock_pyramid_2026.html

市場概況：拠点分布と出店形態
働く場所の選択肢が広がるなか、契約期間や利用単位を柔軟に選べる
オフィスサービスの活用が進んでいる。本資料では、ザイマックス総研
「フレキシブルオフィス市場調査2026」を参照し、2025年12月時点の
拠点数・面積データから市場の広がりと出店形態を整理した。

①首都圏は2,347件と調査地域の中でも規模が大きい。
東京23区は1,964件、うち都心5区は1,278件にのぼり、立地は
オフィス需要の厚い都心部に偏っている。
東京23区のフレキシブルオフィス面積は約34.2万坪で、オフィス
ストック（1,323万坪）（*1）に占める割合は約2.6%である。
関西圏は409件（うち大阪市243件）で、その他の主要都市でも
一定数の拠点が確認されている。
供給は首都圏・関西圏を中心にしながら、地方中核都市にも広がり
つつある。

②首都圏の出店形態は、各地域とも複数拠点型が9割前後を占める。
オフィスタイプが主軸である一方、ボックス型は川崎市・さいたま市、
貸会議室型は都心5区で相対的に高く、エリアごとの利用シーンの
違いが表れている。

フレキシブルオフィス 首都圏の出店形態｜利用シーンに地域差 全国動向｜主要都市にも供給が拡大 首都圏動向｜東京23区・都心5区に集積1 2

オフィスタイプが主軸の一方、
ボックスタイプは
川崎市・さいたま市で
相対的に高い

首都圏・関西圏を中心に
地方中核都市にも
供給が拡大

出店形態／概要
1店舗型
小規模事業者・個人オー
ナーが単独営業。

複数拠点型
大規模事業者が自社ブラン
ドで広域展開。施設・サービ
スを規格化。

貸会議室：研修・イベント等
の単発利用

BOX：主に短時間のソロ
ワーク/Web会議の
用途

Office：主に日常業務・
打合せの用途

フレキシブルオフィス
■利用契約・定期建物賃貸借契約等、
様々な契約形態で、事業者が主に法人・
個人事業主に提供するワークプレイスサ
ービス。
■シェアオフィス、レンタルオフィス、

サービスオフィス等


